
中野区都市計画審議会条例 

平成12年3月28日 

条例第35号 

中野区都市計画審議会条例(昭和46年中野区条例第19号)の全部を改正する。 

(設置) 

第１条 都市計画法(昭和43年法律第 100号。以下「法」という。)第77条の2第1項の規定に基づき、

中野区都市計画審議会(以下「審議会」という。)を置く。 

(組織) 

第２条 審議会を組織する委員は、学識経験のある者及び区議会の議員につき、区長が任命する。 

２ 区長は、前項に規定する者のほか、関係行政機関若しくは東京都の職員又は区民のうちから、審議会

を組織する委員を任命することができる。 

３ 前2項の規定により任命する委員の数は、15人以上25人以内とする。 

４ 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員若干人を置くことができる。 

５ 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員若干人を置くことができる。 

６ 臨時委員及び専門委員は、区長が任命する。 

(委員等の任期) 

第３条 委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けたときは、補欠の委員を置くことができる。この場合において、補欠の委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

３ 臨時委員の任期は、当該特別の事項の調査審議期間とする。 

４ 専門委員の任期は、当該専門の事項の調査期間とする。 

(会長及び副会長) 

第４条 審議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、学識経験のある者につき任命された委員のうちから委員の選挙により定める。 

３ 副会長は、委員の互選により定める。 

４ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第５条 審議会は、会長が招集する。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の2分の1以上が出席しなければ会議を開くことがで

きない。 

４ 審議会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数をもって決し、可否同数のと

きは、議長の決するところによる。 

(委任) 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

１ この条例は、平成12年4月1日から施行する。 

２ この条例の施行の際現に改正前の中野区都市計画審議会条例第 3条の規定により任命又は委嘱された

委員は、第2条第1項又は第 2項の規定により任命された委員とみなす。 

３ 第2条第3項中「25人」とあるのは、平成 12年8月1日前に限り、「35人」とする。 
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中野区都市計画審議会条例施行規則 

昭和46年12月14日 

規則第41号 

 (趣旨) 

第１条 この規則は、中野区都市計画審議会条例(平成12年中野区条例第35号。以下「条例」という。)の

施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(委員) 

第２条 条例第2条第1項及び第2項の規定により任命する委員の数は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 学識経験者 5人以内 

(2) 区議会議員 7人以内 

(3) 区民 10人以内 

(4) 関係行政機関又は東京都の職員 3人以内 

(関係者の意見聴取等) 

第３条 中野区都市計画審議会(以下「審議会」という。)は、必要があると認めるときは、学識経験者そ

の他関係者の意見を聴くことができる。 

２ 審議会は、前項の規定により意見聴取等を行おうとする場合は、その旨を区長に通知しなければなら

ない。 

３ 第1項の規定による学識経験者その他関係者の招請は、会長が行う。 

(会議の公開) 

第４条 審議会の会議は、公開とする。ただし、会長は、次の各号のいずれかに該当するときは、審議会

の議決により会議の全部又は一部を非公開とすることができる。 

(1) 会議において個人情報を取り扱う場合において、当該個人情報を保護する必要があるとき。 

(2) 会議を公開することにより公正かつ円滑な審議が阻害されるおそれがあるとき。 

(傍聴人) 

第５条 傍聴人の数は、25人以内とする。 

２ 傍聴人は、前条の規定により審議会の会議の全部又は一部が非公開とされたときは、速やかに退場し

なければならない。 

(準用) 

第６条 中野区建築審査会傍聴規則(昭和58年中野区規則第29号)第2条及び第4条から第9条までの規定は、

審議会の会議の傍聴について準用する。 

(幹事) 

第７条 審議会の事務を補助させるため、審議会に幹事を置くことができる。 

２ 幹事は、会長の申出により、区の職員のうちから区長が任命する。 

(庶務) 

第８条 審議会の庶務は、都市整備部において処理する。 

(委任) 

第９条 この規則の施行に関し必要な事項は、区長が定める。 

付 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和53年5月1日規則第22号) 

この規則は、公布の日から施行する。 



附 則(昭和54年11月1日規則第46号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和61年3月31日規則第16号) 

この規則は、昭和61年4月1日から施行する。 

附 則(昭和61年7月18日規則第46号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成2年12月20日規則第68号抄) 

(施行期日) 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成3年6月15日規則第42号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成8年7月12日規則第39号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成12年3月31日規則第42号) 

１ この規則は、平成12年4月1日から施行する。 

２ 平成12年8月1日前に限り、第2条第2項中「7人」とあるのは「13人」と、同条第3号中「9人」とあるの

は「13人」とする。 

附 則(平成13年3月31日規則第30号抄) 

(施行期日) 

第１条 この規則は、平成13年4月1日から施行する。 

附 則(平成14年9月30日規則第58号) 

この規則は、平成14年10月19日から施行する。 

附 則(平成16年3月31日規則第36号) 

この規則は、平成16年4月1日から施行する。 

附 則(平成19年11月20日規則第90号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 



中野区建築審査会傍聴規則 

昭和 58 年 6 月 17 日 

規則第 29 号 

 （目的） 

第１条 この規則は、中野区建築審査会の会議(以下「会議」という。)の傍聴に関して

必要な事項を定めることを目的とする。 

 （傍聴の申し出） 

第２条 会議を傍聴しようとする者は、傍聴を希望する旨を係員に申し出、傍聴人名簿

に所定の事項を記載しなければならない。 

２ 傍聴人名簿に記載した者(以下「傍聴人」という。)は、傍聴人名簿に記載した日に

限り会議を傍聴することができる。 

 （傍聴人の数） 

第３条 傍聴人の数は、議長が会議場の広さ等を勘案して定める。 

 （傍聴の受付） 

第４条 傍聴の申し出は、会議の当日、会議場入口にて先着順に受け付ける。 

 （傍聴できない者） 

第５条 次の各号の一に該当する者は、会議場に入ることができない。 

(1) 銃器、刀剣その他人に危害を加えるおそれのある物を所持している者 

(2) 酒気を帯びていると認められる者 

(3) 異様な服装をしている者 

(4) 張り紙、ビラ、掲示板、プラカード、旗、のぼり、はち巻き、腕章の類を所持し

ている者 

(5) ラジオ、拡声器、無線機、マイク、録音機、写真機の類を所持している者。ただ

し、議長の許可を得た者を除く。 

(6) ラッパ、太鼓その他楽器の類を所持している者 

(7) 前各号に揚げる者のほか、審理を妨害し、又は人に迷惑を及ぼすおそれがあると

認められる者 

 （傍聴人の守るべき事項） 

第６条 傍聴人は、会議場内では静粛にし、次に揚げる事項を守らなくてはならない。 

(1) 会議場内における発言に対して拍手その他の方法により公然と賛否を表明しな

いこと。 

(2) 発言、私語等をしないこと。 

(3) はち巻き、腕章の類をする等示威的行為をしないこと。 

(4) 飲食又は喫煙をしないこと。 

(5) みだりに席を離れないこと。 

(6) 前各号に揚げるもののほか、会議場の秩序を乱し、審理の妨害となる行為をしな

いこと。 

 （撮影等の禁止） 

第７条 傍聴人は、会議場において写真、映画等を撮影し、又は録音等をしようとする

ときは、あらかじめ議長の許可を得なければならない。 

 （議長等の指示） 

第８条 議長は、傍聴人に対し、会議場の秩序を維持し、円滑な審理を確保するため必

要な指示をし、又は係員に指示をさせることができる。 

２ 傍聴人は、議長及び係員の指示に従わなければならない。 

 （違反者に対する措置） 

第９条 議長は、傍聴人がこの規則に違反したときは、これを制止し、傍聴人がその命

に従わないときは、傍聴禁止を宣言し、又は退場を命じることができる。 

 （委任） 

第 10 条 この規則に定めるもののほか、傍聴に関し必要な事項は、議長が定める。 

 

附 則 

この規則は、昭和 58 年 7 月 1 日から施行する。 

（ 参 考 ） 



都市計画法（抜粋） 

 

 

 （都道府県の都市計画の決定）  

第十八条 都道府県は、関係市町村の意見を聴き、かつ、都道府県都市計画審議会の議を経て、都市計画

を決定するものとする。  

２ 都道府県は、前項の規定により都市計画の案を都道府県都市計画審議会に付議しようとするときは、

第十七条第二項の規定により提出された意見書の要旨を都道府県都市計画審議会に提出しなければなら

ない。  

３ 都道府県は、大都市及びその周辺の都市に係る都市計画区域その他の政令で定める都市計画区域に係

る都市計画（政令で定める軽易なものを除く。）又は国の利害に重大な関係がある政令で定める都市計

画の決定をしようとするときは、あらかじめ、国土交通省令で定めるところにより、国土交通大臣に協

議し、その同意を得なければならない。  

４ 国土交通大臣は、国の利害との調整を図る観点から、前項の協議を行うものとする。  

 

 （市町村の都市計画の決定）  

第十九条 市町村は、市町村都市計画審議会（当該市町村に市町村都市計画審議会が置かれていないとき

は、当該市町村の存する都道府県の都道府県都市計画審議会）の議を経て、都市計画を決定するものと

する。  

２ 市町村は、前項の規定により都市計画の案を市町村都市計画審議会又は都道府県都市計画審議会に付

議しようとするときは、第十七条第二項の規定により提出された意見書の要旨を市町村都市計画審議会

又は都道府県都市計画審議会に提出しなければならない。  

３ 市町村は、都市計画区域又は準都市計画区域について都市計画（都市計画区域について定めるものに

あつては区域外都市施設に関するものを含み、地区計画等にあつては当該都市計画に定めようとする事

項のうち政令で定める地区施設の配置及び規模その他の事項に限る。）を決定しようとするときは、あ

らかじめ、都道府県知事に協議し、その同意を得なければならない。  

４ 都道府県知事は、一の市町村の区域を超える広域の見地からの調整を図る観点又は都道府県が定め、

若しくは定めようとする都市計画との適合を図る観点から、前項の協議を行うものとする。  

５ 都道府県知事は、第三項の協議を行うに当たり必要があると認めるときは、関係市町村に対し、資料

の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。  

 

 （市町村都市計画審議会）  

第七十七条の二 この法律によりその権限に属させられた事項を調査審議させ、及び市町村長の諮問に応

じ都市計画に関する事項を調査審議させるため、市町村に、市町村都市計画審議会を置くことができる。  

２ 市町村都市計画審議会は、都市計画に関する事項について、関係行政機関に建議することができる。  

３ 市町村都市計画審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める基準に従い、市町村の条例

で定める。 

 

 

 


